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日本語教育総括コーディネーター業務委託仕様書（企画提案用） 

 

１ 業 務 名  日本語教育総括コーディネーター業務 

 

２ 委託期間  契約締結の日から令和７年２月28日（金）まで 

 

３ 業務の目的 

  山形県内の日本語教育の需要及び日本語教室の運営状況を把握し、日本語教育機関等

との連携体制のもと、日本語教育の空白地域における日本語教室の開設を支援・促進す

る。（別添「山形県における地域日本語教育推進体制整備事業」参照） 

 

４ 業務内容 

(1) 県内団体等との連携体制の構築（コーディネーターの配置） 

① 本事業を総括するため、日本語教育又は国際交流に関する知見を有する「山形県 

日本語教育総括コーディネーター（以下「総括コーディネーター」という。）」を１

名配置する。 

② 令和７年度に、県内４地域（村山・最上・置賜・庄内）に配置を予定している、

各地域において日本語教室の開催に向けた実務的な支援及び助言等を行う「山形県

日本語教育地域コーディネーター」（以下「地域コーディネーター」という。）につ

いて、その活動を支援する団体を選定し、その結果を県に報告する。 

③ ②で選定した団体と地域コーディネーター候補者を調整し、その結果を県に報告

する。 

(2) 日本語教育の需要及び日本語教室の運営状況の把握、日本語教室の必要性の啓発・ 

運営方法に係る助言 

受託団体は、総括コーディネーターの指揮の下、次の業務を行う。 

① 県内全域の日本語教育の需要及び日本語教室の運営状況を把握するため、日本語

教室の無い市町村から日本語教育に係る現状及び課題並びに対応状況についてヒ

アリングを行う。（訪問先は、県内４地域全てから選定することとし、県と調整の

上、決定する。） 

② 外国人を雇用する事業者を訪問し、事業者や外国人住民から日本語教育に係る現

状及び課題並びに対応状況についてヒアリングを行う。（訪問先は、県内４地域全

てから選定することとし、県と調整の上、決定する。） 

③ 訪問先の状況を踏まえ、日本語教室の必要性の啓発・運営方法に係る助言、「や

さしい日本語」の普及啓発を行う。また、必要に応じて、県の「日本語教室開催支

援補助金」をはじめとした各種支援制度や地域の活動団体等を紹介する。 

(3) 日本語習得推進会議への出席 

県主催の「日本語習得推進会議」（年２回程度）に出席し、必要に応じて、本業務の

取組みについて報告すること。 
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５ 業務の管理 

(1) コーディネーター配置報告書 

   受託後、速やかに総括コーディネーターを配置し、当該氏名と所属団体等を報告す

る。 

(2) 業務実施中間報告書 

令和６年11月29日までに、業務実施中間報告書を作成し、原則として電子データで提

出すること。 

(3) 業務実績報告書 

委託業務を完了したときは、遅滞なく発注者に対して業務完了報告書を提出しなけ

ればならない。業務完了報告書には、支出内訳書及び業務実績一覧（市町村及び事業者

等のヒアリング内容、日本語教育地域コーディネーター配置団体等を記載）を添付する

こと。 

 

６ 受託にあたっての留意事項 

(1) 本仕様書に定めのない事項または疑義が生じた場合については、その都度県と受託

者が協議により決定すること。 

(2) 本委託業務の一部を第三者に委託する場合は、再委託先ごとに業務の内容、再委託

先の概要及びその体制について、事前に県に協議し承認を得なければならない。 

(3) 本業務の実施にあたっては、労働基準法、最低賃金法、その他関係法令を遵守する

こと。 

(4) 本業務により知り得た個人情報について、漏えい等の防止その他の個人情報の適正

な管理のために必要な措置を講じるとともに、本業務の目的以外に使用し、または第

三者に提供してはならない。 

(5) 本業務における成果品及び業務中に作成した資料の所有権及び著作権は、すべて県

に帰属するものとする。 

(6) 本仕様書記載の委託業務の内容については、実施段階において、予算や諸事情によ

って変更することがある。 

(7) 本業務の対象経費は、文部科学省「教育支援体制整備費補助金（地域日本語教育の

総合的な体制づくり推進事業）」の補助対象経費とする。 

 (8) 本業務終了後、支出内訳書の提出を求めるため、本業務以外の経理と明確に区分し、

その収支の状況を帳簿によって明らかにしておくとともに、当該帳簿及び収支に関す

る証拠書類を本業務の完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しておかなけ

ればならない。 
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◎本県の特色・課題
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